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ポストコロナ・ウィズコロナ時代を
乗り切るための

雇用・労働分野の助成金のご紹介
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京都府 中小企業・小規模事業者様

お世話になっております。

京都働き方改革推進支援センターのセンター長の櫻田でございます。
今回は、働き方改革に関連して活用が可能な主な助成金についてご紹介させて
頂きます。

厚生労働省の助成金は、次のような特徴がございます。
①返済不要
②財源は雇用保険料の事業主負担分（但し、業務改善助成金は一般会計（税金）、
働き方改革推進支援助成金は労災保険料。）

③労働保険の適用事業所であることが要件
④労働保険料の滞納が無いこと
⑤出勤簿（タイムカード）、賃金台帳、雇用契約書（労働条件通知書）、
就業規則など、法律で義務付けられている帳簿を備えていること

⑥要件に当てはまれば原則として支給される

就業環境の改善や、最低賃金の引き上げに助成金を活用されてはいかがでしょう
か。
京都働き方改革推進支援センターの専門家が、無料でサポート致します。
・オンラインでの助成金セミナー
・助成金や、法律で義務付けられている帳簿に関するご相談対応
＊電話・メール・個別訪問（２回目以降オンラインも可）による対応が可能です。

※但し、社会保険労務士法との関係で、各種助成金の提出代行や、センターは申請窓口では
ありませんので受理されるかどうかの判断まではできないことを予めご了承ください。

どうぞご利用ください。
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助成金とは。補助金との主な違い。

助成金 補助金

管轄 厚生労働省 経済産業省等

対象 労働者の雇用
労働環境の改善等

新規事業の開始
国が求める事業等

競争性 原則なし

要件に該当すれば原則として
受給

原則あり
評価の高いものから採択

申請者 事業主、又は社会保険労務
士が申請代行可

事業主等

返済 国の施策を実現するために
支給されるものあり、返済す
る必要はありません。

国の施策を実現するために支
給されるものあり、返済する必
要はありません。

財源 会社が支払っている労働保
険料の一部

ほとんどが税金

受給要件 ① 労働保険の適用事業所
であること

② 労働保険料の滞納がな
いこと

③ 就業規則、出勤簿、賃金
台帳など、法律で作成が義務
付けられている帳簿を備えて
いることetc.

①税金の滞納がないこと

②会社として、法律で作成が義
務付けられている帳簿を作成し
ていることetc.
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